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23年度 24年度 25年度 56,191 56,191 25年度 26年度 27年度 31,025 31,025

1 総

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

PDCAサイクルを
手法に、環境に影
響を与える業務に
ついて進行管理
し、確実な目標実
現を図る。

職員

定
例
定
型

環境に配慮
した業務改
善の提案

実践可能な
提案年１件
以上

実践可能な
提案年１件
以上

実践可能な
提案年１件
以上

530 ５件

５件の応募のうち２
件が優良な取組とし
て、表彰（茅ヶ崎市
役所エコオフィス
賞）された。

Ａ
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

PDCAサイクル
を手法に環境に
影響を与える業
務及びエネル
ギー使用量につ
いて管理し、自
然環境の保全、
省エネルギー化
の推進及び温室
効果ガスの排出
抑制を図りま
す。

職員

定
例
定
型

環境に配慮
した業務改
善の提案数

実戦可能な
提案数年１
件以上

実戦可能な
提案数年１
件以上

実戦可能な
提案数年１
件以上

565 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

独自環境マネ
ジメントシス
テムの進行管
理

上期及び下期
の報告受領回
数と課かいへ
の指導・助言

年２回 年２回
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネ
ジメントシス
テムの進行管
理

上期及び下
期の報告受
領回数と課
かいへの指
導・助言

年２回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

４月・
10月

４月・１
０月

158
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

独自環境マ
ネジメント
システムの
職員研修

４月・１
０月

160
維
持

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

外部監査の実
施

外部監査の実
施

年１回 年１回 372
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

外部監査の実
施

外部監査の
実施

年１回 375
維
持

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

グリーン購入
ガイドライン
の更新

更新回数 年１回 年１回
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

グリーン購入
ガイドライン
の更新

更新回数 年１回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

低公害車の導
入実績の報告
受領

報告回数 年１回 年１回
茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

低公害車の導
入実績の報告
受領

報告回数 年１回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システムの表
彰の実施

表彰回数 年１回 30
維
持

1
省エネ法、温
対法、県条例
への報告事務

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テム推進事業

省エネ法・温
対法・県条例
の報告書提出

報告書の提
出

７月まで

予
算
な
し

2 総

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム推進事
業

児童・生徒の環境
意識を育て学校生
活の中で環境活動
を継続的に実践す
るための仕組みづ
くりを確立する。

児童・
生徒、
教職員

定
例
定
型

実施学校数
モデル校１
０校

全校実施 全校実施 全校実施

全小学校（19
校）、全中学校
（13校）で実施し
た。また、中学生に
よるスクールエコア
クション発表会の次
年度開催に向け、学
校教育指導課等関係
機関との調整が図れ
た。

Ａ
学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

学校生活において
環境に関する活動
を継続的に実践す
るための仕組みを
確立し、児童・生
徒の環境意識を育
むことにより、温
室効果ガスの排出
抑制、省エネル
ギー化の推進及び
自然環境の保全を
図ります。

児童・
生徒、
教職員

定
例
定
型

発表会等参
加校数

小学校２校
中学校２校

小学校２校
中学校２校

小学校２校
中学校２校

30 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

2

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム推進事
業

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

全小学校
（19
校）・全
中学校
（13
校）

全小学校
(19
校）・全
中学校
(13校）

学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

学校版環境
マネジメン
トシステム
の実施

全小学校
（19
校）・全
中学校
（13
校）

予
算
な
し

2

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム推進事
業

学校版環境マネ
ジメントシステ
ム推進事業

学校における
環境活動発表
会の開催

発表会参加
校数

小学校０
校
中学校２
校

30
維
持

3 総
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

環境基本計画に位
置づけられた施策
について取組結
果・目標の報告を
受け、計画を進行
管理する。

市民・
事業
者・市

定
例
定
型

年次報告書
の発行

年１回 年１回 年１回 656
年1回発
行

環境審議会委員
を対象とした重
点施策勉強会の
実施及び環境審
議会への諮問の
前倒し等新たな
方式での進行管
理が実施でき
た。

Ａ 茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

市民・事業者・
市が取り組むべ
き目標や施策を
中・長期的な観
点から明確にす
ることにより、
「茅ヶ崎市環境
基本条例」に定
めた現在及び将
来の市民の健康
で文化的な生活
の確保を目指し
ます。

市民・
事業
者・市

政
策
年次報告書
の発行

９月 ９月 ９月 860

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

前年度の取組結
果及び今年度の
取組目標の把
握・整理

各課からの報
告

４、５月 ４、５月
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

前年度の取組
結果及び担当
課評価の把
握・整理

各課からの
報告

４、５月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

前年度の取組結
果及び今年度の
取組目標の把
握・整理

進捗状況報告
書の作成

６月 ６月
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

前年度の取組
結果及び担当
課評価の把
握・整理

進捗状況報
告書の作成

７月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

市民等からの
年次報告書に
対する意見募
集

募集時期 ６月 ６月
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

進捗状況報告
書作成及び市
民意見の募集

募集時期 ７月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

環境審議会へ
の諮問

諮問時期 ７月 ７月
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

環境審議会へ
の諮問

諮問時期 ７月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

環境審議会か
らの答申

答申の時期 ９月 ９月
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

外部評価結果
の周知

周知の時期 １０月

業
務
計
画

予
算
な
し

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

環境政策課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活

動と連携による活動を促進する

環境政策課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

環境政策課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活

動と連携による活動を促進する

環境政策課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

年次報告書及
び広報特集号
の公表

公表の時期 ６，９月 ２月 536
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

年次報告書及
び広報特集号
による公表

公表の時期 ３月 840

業
務
計
画

維
持

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

農業・漁業体
験プロジェク
ト

開催回数 年５回 年７回 120
茅ヶ崎市環境基
本計画推進事業

農業水産課で
実施

20

業
務
計
画

維
持

4 総
環境フェアの
開催

講演・展示などを
通じ、市民・事業
者に環境問題を認
識し行動してもら
う。

市民・
事業者

定
例
定
型

来場者数
延べ２００
０人以上

延べ２００
０人以上

延べ２００
０人以上

952
約2000
人

茅産茅消をテー
マにした飲食店
の参加等、新た
な試みを実施す
ることにより例
年以上の集客を
はかることがで
きた。

Ａ 環境フェアの開
催

市民、事業者
が自主的かつ
積極的に負荷
を低減するよ
う行動するこ
とにより、健
康で文化的な
市民生活を営
むうえで必要
とされる健全
で恵み豊かな
環境を、将来
の世代に引き
継いでいく。

市民・
事業者

定
例
定
型

参加者数
２０００人
以上

２０００人
以上

２０００人
以上

1,326 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

4
環境フェアの
開催

環境フェアの
開催

関連事業も含
めた開催日数

延べ３日
以上

１５日 952
環境フェアの開
催

環境フェアの
開催

関連事業も
含めた開催
日数

延べ３日
以上

1,326
維
持

4
環境フェアの
開催

環境フェア企
画実行委員会
会議

企画実行委員
会会議開催回
数

年５回 ９回
環境フェアの開
催

環境フェア企
画実行委員会
会議

企画実行委
員会会議開
催回数

年５回

予
算
な
し

5 総
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

市民・事業者が参
加する「環境市民
会議　ちがさきエ
コワーク」を支援
し、三者の連携を
図る。

エコ
ワーク
加盟の
市民・
事業者

定
例
定
型

会議の開催
回数

各３部会で
年１２回以
上

各３部会で
年１２回以
上

各３部会で
年１２回以
上

35

年11回
～13回
各部会を
開催

各部会活動に事
務局として参
加・運営し、環
境市民講座の年
4回開催等より
良い協働・連携
がはかれた。

Ａ
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

市民、事業者、
市が茅ヶ崎市環
境基本計画に定
められた責務を
果たすことによ
り、健全で恵み
豊かな環境を維
持し、環境への
負荷の少ない持
続的に発展する
ことのできる社
会を構築する。

エコ
ワーク
加盟の
市民・
事業者

定
例
定
型

会議の開催
回数

各３部会で
年１２回以
上

各３部会で
年１２回以
上

各３部会で
年１２回以
上

143 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

エコワーク総
会の開催支援

開催の時期 ５月 ５月 30
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

エコワーク総
会の開催支援

開催の時期 ５月 20
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

自然環境部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 年１３回 0
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

自然環境部会
の事務局

部会の開催
回数

年１２回 20
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

環境まちづく
り部会の事務
局

部会の開催回
数

年１２回 年１２回 5
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

環境まちづく
り部会の事務
局

部会の開催
回数

年１２回 83
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

環境学習部会
の事務局

部会の開催回
数

年１２回 年１１回 0
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

環境学習部会
の事務局

部会の開催
回数

年１２回 20
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

「茅ヶ崎の自
然環境を考え
る会」の事務
局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回 年２３回
市民・事業者・
市との連携体制
の推進

「茅ヶ崎の自
然環境を考え
る会」の事務
局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回

予
算
な
し

6 総
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

きれいなちがさ
き条例を認識し
てもらい、市域
の美観及び健康
的な生活環境を
保全する。

在住・
在勤・
在学者

定
例
定
型

啓発周知の
回数

年５回以上 年５回以上 年５回以上 252
年13回
実施

広報紙、横断幕
等を活用しての
啓発を行うとと
もに、イベント
等での周知啓発
活動を実施し
た。

Ａ
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

市民、事業
者、市が責務
を果たすこと
により市域の
美観が保た
れ、市民の健
康的な生活環
境が守られ
る。

在住・
在勤・
在学者

定
例
定
型

苦情件数 ０件 ０件 ０件 496 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

イベント等で
の周知活動

活動回数
年５回以
上

年１３回 252
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

イベント等で
の周知活動

活動回数
年１０回
以上

331
維
持

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

広報紙・ミニ
コミ紙原稿作
成

掲載回数
年５回以
上

年５回
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

広報紙・ミニ
コミ紙原稿作
成

掲載回数
年３回以
上

予
算
な
し

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

深夜花火禁止
の啓発とパト
ロール

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

８回
６回（２
回雨天中
止）

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

深夜花火禁止
の啓発とパト
ロール

海岸のパト
ロール
（７，８月
実施）

９回

予
算
な
し

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

路上喫煙禁止
の啓発活動

活動回数
年４回以
上

年２回
「きれいなちが
さき条例」周知
事業

マナースペー
ス移設社会実
験

アンケート
件数

1,000件 165
維
持

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

光害（サーチ
ライト等）使
用制限の周知

光害（サーチ
ライト等）の
違反者への勧
告

違反者が
発生した
場合に対
応

違反者な
し

「きれいなちが
さき条例」周知
事業

光害（サーチ
ライト等）使
用制限の周知

光害（サー
チライト
等）の違反
者への勧告

違反者が
発生した
場合に対
応

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 56,191 56,191 25年度 26年度 27年度 31,025 31,025

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

環境政策課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活

動と連携による活動を促進する

環境政策課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

701 総
地球温暖化防
止実行計画の
推進

市が一事業者として
地球温暖化防止のた
めの計画を策定する
とともに、公共施設
の省エネルギー対策
として有効な手法の
ひとつであるESCO
事業を研究する。

職員

定
例
定
型

平成21年
度を基準と
して前年度
に比べてエ
ネルギー使
用量（原油
換算）の削
減

平成21年
度比2％削
減

平成21年
度比3％削
減

平成21年
度比4％削
減

各課かいの省エネ行
動及びチームスによ
る進捗管理により、
昨年度に引き続き大
幅なエネルギー使用
量の削減が図れた。

Ａ 「NO.９へ統
合」

701
地球温暖化防
止実行計画の
推進

地球温暖化防
止実行計画の
進行管理

平成２１年度を
基準として前年
度に比べてエネ
ルギー使用量
（原油換算）の
削減

平成21
年度比
3％削減

平成21
年度比
7.1％削
減

701
地球温暖化防
止実行計画の
推進

7 総
環境審議会の
運営

環境基本計画年
次報告書につい
て答申、環境関
連制度について
意見をもらう。

環境審
議会委
員

定
例
定
型

開催回数 年１２回 年１２回 年１２回 1,280
年７回実
施

新たな進行管理
の手法に基づき
答申及び環境関
連施策について
意見をもらい、
計画の適正な進
行管理が図れ
た。

Ａ 環境審議会の運
営

茅ヶ崎市環境基
本条例に基づく
環境基本計画の
適正な進行管理
を図ることによ
り、新たな課題
や社会の新たな
動きに対応しな
がら本市の環境
の保全及び創造
を推進すること
を目指す。

環境審
議会委
員

定
例
定
型

審議会の開
催数

年１０回 年１０回 年１０回 2,030

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

位
置
付
け
な
い
が
取
り
組
み
を
進
め

る なし
維
持

7
環境審議会の
運営

環境審議会の
開催及び運営

開催回数 年１０回 年９回 1,108
環境審議会の運
営

環境審議会の
開催及び運営

開催回数
年８回以
上

1,505

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

⑦総人件費抑制 ５回

環境基本計画
の評価に関す
る審議会・分
科会・勉強会
の開催回数

25

環境基本計画の評
価に関する審議
会・分科会・勉強
会の開催回数を見
直すことにより、
資料作成等に関す
る事務量を減少さ
せ総人件費の抑制
を図る

維
持

7
環境審議会の
運営

環境審議会会
議資料作成

打合せ及び資
料作成

年８回 年９回 172
環境審議会の運
営

環境審議会会
議資料作成

打合せ及び
資料作成

年８回以
上

525

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

⑦総人件費抑制 ５回

環境基本計画
の評価に関す
る審議会・分
科会・勉強会
の開催回数

25

環境基本計画の評
価に関する審議
会・分科会・勉強
会の開催回数を見
直すことにより、
資料作成等に関す
る事務量を減少さ
せ総人件費の抑制
を図る

維
持

7
環境審議会の
運営

環境審議会へ
年次報告の諮
問

諮問時期 ７月 ７月
環境審議会の運
営

進捗状況に対
する評価

評価期間 ６～９月

業
務
計
画

予
算
な
し

7
環境審議会の
運営

環境審議会か
ら年次報告の
答申

答申時期 ９月 ９月
環境審議会の運
営

環境審議会か
ら進捗状況報
告書の答申

答申時期 ９月

業
務
計
画

予
算
な
し

8 総
環境学習推進
事業

他グループとの
交流や環境調査
などの環境学習
を通じ、環境の
保全を目指す。

小中学
生・保
護者等

定
例
定
型

イベントの
開催回数

年４回以上 年４回以上 年４回以上 250 ５回実施
全ての事業を計
画どおり実施で
きた。

Ａ 環境学習推進事
業

自然環境や地球
温暖化防止に関
する各種講座の
実施や情報提供
を通じ、環境意
識の向上を図る
とともに、意識
を行動に移し、
他の人にも広げ
ていくことので
きる人材を育成
する。

小中学
生・保
護者等

定
例
定
型

延べ参加者
数

１５０人 １６０人 １７０人 362

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

8
環境学習推進
事業

こどもエコク
ラブの交流会
開催

参加団体数
７団体以
上

１団体
環境学習推進事
業

こどもエコク
ラブの交流会
開催

開催回数 ３回

業
務
計
画

予
算
な
し

8
環境学習推進
事業

里山はっけん
隊の実施

開催回数 ２回 ２回 192
環境学習推進事
業

里山はっけん
隊の実施

開催回数 ２回 222

業
務
計
画

維
持

8
環境学習推進
事業

エコクッキン
グ事業の実施

開催回数 １回 １回 28
環境学習推進事
業

エコクッキン
グ事業の実施

開催回数 １回 40

業
務
計
画

維
持

8
環境学習推進
事業

風力発電機の
作成教室

参加者数 ２０人
１７人
（欠席３
人）

30
環境学習推進事
業

おもしろ環境
教室の実施

参加者数 ５０人 100

業
務
計
画

維
持

8
環境学習推進
事業

市民向け自然
環境講座の開
催

開催回数 年３回 年２回
環境学習推進事
業

市民向け自然
環境講座の開
催

開催回数 年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

8
環境学習推進
事業

環境学習とし
てＤＶＤとＶ
ＨＳの活用

貸し出し件数 １０件 １件
環境学習推進事
業

環境学習支援
サイトによる
情報提供

アクセス数 ８００件

業
務
計
画

予
算
な
し

9 総
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

市民・事業者・
行政の取り組み
をまとめ、三者
の連携のもと温
室効果ガスの削
減に努める。

市民・
事業
者・市

定
例
定
型

協議会の開
催回数

年３回 年３回 年３回 433
年５回開
催

地球温暖化対策
実行計画策定に
向け活発な議論
が行われ、協議
会の意見を反映
することができ
た。

Ａ 地球温暖化対策
実行計画の推進

地球規模の課題
である地球温暖
化防止対策のた
め、市民、事業
者と協力し、市
域の温室ガス効
果ガス排出抑制
を図る。

市民・
事業
者・市

定
例
定
型

協議会の開
催回数

年５回 年５回 年５回 699

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

温暖化対策推
進協議会の開
催及び運営

開催回数 年７回 年５回 5
地球温暖化対策
実行計画の推進

温暖化対策推
進協議会の開
催及び運営

開催回数 年５回 6

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

公共施設への
壁面緑化事業
の推進

壁面緑化実施
施設数

３５か所
以上

３６か所 22
地球温暖化対策
実行計画の推進

公共施設への
壁面緑化事業
の推進

壁面緑化実
施施設数

３５か所
以上

36

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 56,191 56,191 25年度 26年度 27年度 31,025 31,025

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

環境政策課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活

動と連携による活動を促進する

環境政策課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

9
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

市民への壁面
緑化の普及

実施世帯数
２００世
帯

２００世
帯

90
地球温暖化対策
実行計画の推進

市民への壁面緑
化の普及

実施世帯数
２００世
帯

93

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

温暖化対策に関
する市民・事業
者へのアンケー
トの実施

アンケート送
付数

3,000通
3,000通
回収率：
23.7%

316
地球温暖化対策
実行計画の推進

温暖化対策に
関する市民・
事業者へのア
ンケートの実
施

アンケート
送付数

３,０００
通

389

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

電力使用量等の
確認ができる機
器を貸し出し、
省エネルギーの
実践や意識啓発
を図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナ
ビ３５
件、エコ
ワット３
５件

省エネナ
ビ１２
件、エコ
ワット１
５件

0
地球温暖化対策
実行計画の推進

電力使用量等の
確認ができる機
器を貸し出し、
省エネルギーの
実践や意識啓発
を図る

貸し出し世
帯数（年
間）

省エネナ
ビ３５
件、エコ
ワット３
５件

15

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策地域推進計
画の推進

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年４回以
上

年２回
地球温暖化対策
実行計画の推進

周知啓発
活動回数
（キャン
ペーン等）

年４回以
上

業
務
計
画

予
算
な
し

9
地球温暖化防
止実行計画の
推進

地球温暖化対策
実行計画の推進

地球温暖化対
策実行計画
（行政の取
組）の進行管
理

平成２２年度
を基準として
平成32年度
までにCO2
排出量を２
０％削減

年平均
２％削減

業
務
計
画

予
算
な
し

9
自然エネル
ギーの利用促
進

事業№13か
ら移動

地球温暖化対策
実行計画の推進

自然エネル
ギー等普及啓
発イベントの
開催

イベント開
催

年２回 160

業
務
計
画

維
持

702 総
地球温暖化対
策地域推進計
画改定事業

平成２３年度まで
の現計画を見直
し、２５年度から
の計画を策定する

市民・
事業
者・市

政
策
事業の進捗
状況

計画の改定
作業

計画の改定
作業

計画の推進 4,127 ３月
計画どおり３月
までに策定及び
発行できた。

Ａ

702
地球温暖化対
策地域推進計
画改定事業

地球温暖化対策
地域推進計画の
改定（23,24
年度債務負担継
続事業）

（仮称）茅ヶ崎
市地球温暖化対
策実行計画の策
定

３月 ３月 4,127

703 総
地域省エネル
ギービジョン
の推進

市民・事業者・市
における省エネル
ギーの推進

市民・
事業
者・市

定
例
定
型

イベントの
開催回数

年４回以上 年４回以上 年４回以上 ６回

事業№10,11,12によ
り啓発活動を実施し
た。また、計画どお
り３月に実行計画を
発行した。

Ａ 「NO.９へ統
合」

703
地域省エネル
ギービジョン
の推進

（仮称）茅ヶ崎
市地球温暖化対
策実行計画へ統
合

（仮称）茅ヶ崎
市地球温暖化対
策実行計画の策
定

３月 ３月

10 総
自然エネル
ギーの利用促
進

公共施設への太
陽光発電等の導
入を図るととも
に、市民へ設置
等の補助をす
る。

市民・
事業
者・市

定
例
定
型

イベントの
開催

年4回以上 年4回以上 年4回以上 基金への積立 1,211
年１回実
施

市民活動サポートセ
ンター、こどもセン
ターの売電収入及び
寄附金を基金に積み
立てるとともに、新
たにその同額をマッ
チングギフトとして
積み立てた。

Ａ 再生可能エネル
ギーの利用促進

茅ヶ崎市太陽光
発電設備普及啓
発基金を活用す
ることにより、
公共施設や事業
者への太陽光発
電設備の普及促
進を図ります。

市民・
事業
者・市

政
策

サポートセ
ンター・こ
どもセン
ターの太陽
光発電設備
売電量

10,000k
Wh以上

10,000k
Wh以上

10,000k
Wh以上

961 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

10
自然エネル
ギーの利用促
進

自然エネルギー
等普及啓発イベ
ントの開催

イベント開催 年２回 年２回 157
事業№10へ
移動

予
算
な
し

10
自然エネル
ギーの利用促
進

基金への積立 基金への積立
年９６万
円

年１０５
万円

1,054
再生可能エネル
ギーの利用促進

基金への積立
基金への積
立

年９６万
円

961
あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源

の確保
960千円

太陽光発電
普及啓発基
金積立額

25

太陽光発電設備
の普及施策の財
源として、太陽
光発電設備の余
剰電力売電収入
を活用する。

維
持

11 総
太陽光発電設
置補助事業

太陽光発電等の
導入を行う市民
へ設置等の補助
を行う。

市民
政
策
補助件数 ２５０件 ２５０件 ２５０件

太陽光発電設
置件数

39,562 ４１７件
当初の目標を超
える実績となっ
た。

Ａ 太陽光発電設備
設置費補助事業

住宅用太陽光発
電設備の普及拡
大により、エネ
ルギーの地産地
消の促進と温室
効果ガスの排出
抑制を図りま
す。

市民
政
策
補助件数 ３６０件 ３６０件 ３６０件 14,990

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

11
太陽光発電設
置補助事業

住宅用太陽光発
電システム新規
設置費補助金

補助件数 ４００件 ４１７件 39,562
太陽光発電設備
設置費補助事業

住宅用太陽光
発電システム
新規設置費補
助金

補助件数
（戸建て）
補助件数
（共同住
宅）

３５０件
　１０件

14,990

業
務
計
画

維
持

11
太陽光発電設
置補助事業

補助金交付申
請書及び実績
報告書の受付

補助件数 ４００件 ４１７件
太陽光発電設備
設置費補助事業

補助金交付申請
書及び実績報告
書の受付

補助件数 ３６０件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
太陽光発電設
置補助事業

周知啓発 活動回数 年２回以上 年２回
太陽光発電設備
設置費補助事業

周知啓発 活動回数
年２回以
上

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総

太陽光発電装
置用パワーコ
ンディショナ
補助事業

太陽光発電のパ
ワーコンディ
ショナの交換を
行う市民へ交換
費用の補助を行
う。

市民
政
策
補助件数 ５件 ５件 ５件 0 ０件

広報紙やタウン
紙を活用し周知
啓発に努めた
が、目標には届
かなかった。対
象となる太陽光
発電設備の経年
劣化が進むこと
が想定されるた
め、今後成果が
見込まれる。

Ａ
太陽光発電設備
用パワーコン
ディショナ補助
事業

平成21年3月以
前に住宅用太陽
光発電設備を設
置している市民
に対し、発電能
力の向上と良好
な状態での継続
的な維持管理を
促進することに
より、温室効果
ガスの排出抑制
及び再生可能エ
ネルギーの普及
促進を図りま
す。

市民
政
策
補助件数 ２件 ２件 ２件 120 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

12

太陽光発電シ
ステムパワー
コンディショ
ナ交換費補助
金

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

補助件数 ３件 ０件 0

太陽光発電設備
用パワーコン
ディショナ補助
事業

太陽光発電シ
ステムパワー
コンディショ
ナ交換費補助
金

補助件数 ２件 120
維
持

12

太陽光発電シ
ステムパワー
コンディショ
ナ交換費補助
金

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年２回以
上

年２回

太陽光発電設備
用パワーコン
ディショナ補助
事業

周知啓発
活動回数
（キャン
ペーン等）

年２回以
上

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 56,191 56,191 25年度 26年度 27年度 31,025 31,025

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

環境政策課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活

動と連携による活動を促進する

環境政策課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

13 総

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助制度

電気自動車（Ｅ
Ｖ）を購入する市
民及び事業者へ補
助を行う。

市民
政
策
補助件数 １５件 ２０件 ２０件 2,200 ２２件

５月に県補助金が終了
したことにより、申請
件数は伸び悩んだが、
販売店及び商工会議所
を通じて事業者へのち
らし配布を行ったこと
などの啓発活動により
下期の補助件数増加に
つなげることができ
た。

Ａ
電気自動車（Ｅ
Ｖ）普及推進に
関する補助制度

地球温暖化防
止対策の推進
のため、走行
時に二酸化炭
素を排出しな
い電気自動車
（EV)の普及
を促進しま
す。

市民、
事業者

政
策
補助件数 ３０件 ３０件 ３０件 3,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

13
電気自動車
（ＥＶ）の購
入補助金

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助金

補助件数 ４０件 ２２件 2,200
電気自動車（Ｅ
Ｖ）普及推進に
関する補助制度

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助金

補助件数 ３０件 3,000

業
務
計
画

維
持

14 総
省エネ機器等
の導入支援事
業

高効率の省エネ
機器等を導入す
る市民へ補助を
行う。

市民
政
策
補助件数 ー ３００件 ３００件

太陽熱利用設
備・コージェネ
レーション設備
設置に関する補
助金

2,800 ５６件

国補助の休止に
より時期によっ
て申請件数のバ
ラツキはあった
が、概ね目標ど
おりの実績と
なった。

Ａ 省エネ機器等の
導入支援事業

市域の温室効
果ガス排出抑
制、省エネル
ギー化の推進
及び電力供給
量不足への対
応のため、補
助事業を実施
します。

市民
政
策
補助件数 ８５件 ８５件 ８５件 4,250

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

14
省エネ機器等
の導入支援補
助金

太陽熱利用設
備・コージェネ
レーション設備
設置に関する補
助金

補助件数 ６４件 ５６件 2,800
省エネ機器等の
導入支援事業

太陽熱利用設
備・コージェ
ネレーション
設備設置に関
する補助金

補助件数 ８５件 4,250

業
務
計
画

維
持

704 総
省エネ法、温
対法、県条例
への報告事務

省エネ法、温対
法、県条例への報
告事務

国、県

定
例
定
型

年次の報告 年１回 年１回 年１回
期日どお
りに報告

期日どおりに報告が
できた。昨年同様に
大幅なエネルギー使
用量の削減が図れ
た。

Ａ 「NO.1へ統
合」

704
省エネ法、温
対法、県条例
への報告事務

省エネ法・温
対法・県条例
の報告書提出

報告書の提出 ７月まで ７月

15 総
２市１町広域
環境部会事務

２市１町広域環境
部会事務

２市１
町の職
員

定
例
定
型

温暖化対策
に関わる事
業

年に１回以
上合同によ
る事業の開
催

年に１回以
上合同によ
る事業の開
催

年に１回以
上合同によ
る事業の開
催

合同事業
の開催

エコバッグのシンボ
ルマークを募集し、
優秀賞のデザインを
採用したエコバッグ
を作成し、レジ袋削
減啓発活動に活用し
た。

Ａ ２市１町広域環
境部会事務

藤沢市寒川町と
の連携により、
広域で統一した
施策を実施する
ことにより、地
球温暖化防止対
策及び省エネル
ギー化を推進し
ます。

市民

定
例
定
型

温暖化対策
に関する事
業

共同開催事
業を年１回
以上開催

共同開催事
業を年１回
以上開催

共同開催事
業を年１回
以上開催

未 高 高 高
現状維
持

な
し

あり

地球温暖化
対策を２市
１町で進め
ている。

予
算
な
し

15
２市１町広域
環境部会事務

２市１町広域
環境部会会議
の開催

会議開催回数 年９回 年７回
２市１町広域環
境部会事務

２市１町広域
環境部会会議
の開催

会議開催回
数

年６回

予
算
な
し

15
２市１町広域
環境部会事務

エコウェーブ
で推進するプ
ロジェクトの
実施

４プロジェクト
の内、強化事業
の実施…『環境
イベントプロ
ジェクト』

強化事業
の実施

エコバッ
グシンボ
ルマーク
の募集

２市１町広域環
境部会事務

事業計画に基
づく温暖化対
策のための共
同開催事業の
実施

２市１町で
の事業実施

年１回以
上開催

予
算
な
し

16 総
太陽光発電ク
レジット事業

太陽光発電クレ
ジット事業

住宅用太陽光発電
設備により削減し
たCO2を取引可
能なクレジット化
し、市内企業等に
売却し、売却益を
太陽光発電設備設
置者に還元するこ
とにより、住宅用
太陽光発電設備の
普及促進を図り、
市域の温室効果ガ
ス排出抑制と省エ
ネルギー化の推進
をします。

市民
政
策
登録者数 制度認定

制度運用開
始

１００人 1,078

業
務
計
画

未 高 高 拡大
あ
り

なし

予
算
な
し

16
太陽光発電ク
レジット事業

太陽光発電クレ
ジット事業

協働推進事業
による制度設
計及び国の審
査機関による
認定

制度設計・
認定

３月末ま
でに認定

1,078

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主体
の最適化

制度開始

25年度に制
度の認定を
受け、26年
度より運用
を開始す
る。

26

市民活動団体
を事業主体と
した新たな太
陽光発電設備
の普及施策を
構築する。

予
算
な
し

17 総
ちがさきエコ
ネット事業の
推進

ちがさきエコ
ネット事業の推
進

地球温暖化対策に
特化したサイトを
作成及び運営する
ことにより、市
民、事業者との情
報共有及び活発な
意見交換により、
市民、事業者及び
市が一体となり、
市域の省エネル
ギー化の推進と温
室効果ガス排出抑
制を図ります。

市民・
事業
者・市

政
策
登録者数 制度設計 制度構築 １００人 未 高 高 拡大

あ
り

なし
増
や
す

17
ちがさきエコ
ネット事業の
推進

ちがさきエコ
ネット事業の推
進

地球温暖化対
策推進協議会
による制度設
計

制度設計
３月末ま
でに

あ
り

①事業実施主体
の最適化

運用開始

地球温暖化
対策に特化
したポータ
ルサイトの
運用

27

市民活動団体
等を事業主体
とした地球温
暖化対策に特
化したポータ
ルサイトを運
用する。

増
や
す

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震・津
波等伴う諸現象によ
る同時多発的災害が
発生した場合に、被
害を軽減し、応急対
策活動を部、課とし
て迅速的確に対処す
る。

全市民
等

災害応急対策活
動

茅ヶ崎市災害対
策本部運営マ
ニュアルに基づ
き統括調整部の
役割を果たしま
す。また、統括
調整部との連携
により環境部災
害応急対策活動
マニュアルに基
づき災害応急対
策活動を実施し
ます。

全市民
等

な
し

888
災害応急対策
活動

災害対策本部運
営マニュアルに
基づき、部の災
害応急対策活動
マニュアルの整
備

マニュアルの
整備

随時 ３月
災害応急対策活
動

災害対策本部運
営マニュアルに
基づき、部の災
害応急対策活動
マニュアルの見
直し

マニュアル
の見直し

随時

888
災害応急対策
活動

災害対策本部、
統括調整部（衛
生、災害廃棄物
対策班）の活動
の確認及び周知

活動の確認及
び周知

環境部全
職員

７月、９
月、１２
月

災害応急対策活
動

災害対策本部、統
括調整部（衛生、
災害廃棄物対策
班）及び業務継続
計画における活動
の確認及び周知

活動の確認
及び周知

環境部全
職員
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23年度 24年度 25年度 56,191 56,191 25年度 26年度 27年度 31,025 31,025

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

環境政策課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標
環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した活

動と連携による活動を促進する

環境政策課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

888
災害応急対策
活動

業務継続計画
の策定

環境政策課に
おける業務継
続計画の策定

９月 ２月

888 総 庁内共通事務 1,897 1,897 庁内共通事務 70 70
な
し

999 総 部内調整事務 部内研修費 6 6 45 45
な
し


